
 

①「みどりの食料システム戦略」に対する県の取組について 
 

◆（渕上陽一君） おはようございます。山鹿市選出・自由民主党の

渕上陽一でございます。 

 質問に入ります前に、一言お見舞いと御礼を申し上げたいと存じ

ます。 

 新型コロナウイルスとの長く厳しい闘いの中で、心ならずとも感

染された方々、不幸にしてお亡くなりになられた方々、そして全ての

御家族、御親族の皆様方に心よりお見舞いとお悔やみを申し上げま

す。 

 そして、コロナとの闘いの最前線で、日夜懸命に予防と治療に当た

っていただいている全ての医療関係者の皆様、並びに国と住民の間

に立って、最も効果的かつ効率的な対応策の策定と実施に奮闘して

おられる熊本県と全ての市町村職員の皆様に対し、心から感謝を申

し上げますとともに、コロナとの闘いに打ちかって、普通の暮らしを

取り戻す日を目指して、どうかくれぐれもお体をいとわれ、引き続き

御尽力を賜りますようよろしくお願い申し上げたいと思います。 



 それでは、質問に移らせていただきます。 

 みどりの食料システム戦略についてお尋ねいたします。 

 農林水産省は、本年５月 12 日、みどりの食料システム戦略を公表

しました。この戦略は、食料、農林水産業の調達から生産、加工と流

通、消費の全体において、生産力向上と持続性の両立をイノベーショ

ンで実現するための新たな構造改革プランと位置づけられています。 

 この戦略が策定されるに至った背景は、将来にわたって食料の安

定供給を図るため、災害や温暖化に強く、生産者の減少やポストコロ

ナを見据えた農林水産行政を推進していく必要性が高まっているこ

と並びにＳＤＧｓや環境を重視する国内外の動きが加速しているこ

とが見込まれる中、持続可能な食料システムを構築していくことが

急務となっていることの２点が挙げられます。 

 そして、新戦略には、2050 年までに農業分野が目指すべき姿とし

て、１、ＣＯ2 ゼロエミッション化の実現、２、化学農薬使用量の 50％

削減、３、化学肥料使用量の 30％低減、４、耕地面積に占める有機

農業取組面積の 25％、100 万ヘクタールへの拡大の４項目が示され

ております。 

 本戦略は、菅総理大臣による昨年 10 月の所信表明演説におけるグ



リーン社会の実現で述べられた、2050 年カーボンニュートラル、脱

炭素社会の実現に基づいて、本年６月に決定され、経済財政運営と改

革の基本方針 2021 の中での確認を経て、７月には、来年度予算概算

要求におけるグリーンイコール脱炭素化重点化による予算配分特別

枠の設定、さらには来年早々、本戦略実現のための環境負荷低減に向

けた取組を推進するための法制度の創設という流れで、急ピッチに

進められてまいりました。 

 この異例なほどに迅速な政策決定過程を見るにつけ、本戦略にか

ける政府の決意のほどが見てとれる気がいたします。 

 確かに、日本各地で、そして世界中で、異常高温、豪雨、強風、山

火事といった地球温暖化による甚大な気象災害の発生が急増かつ深

刻化し、農林水産業に甚大な被害を及ぼしております。そうした意味

からも、この戦略の実現に向けては、環境負荷軽減のための多くの技

術革新や消費者の理解促進が不可欠であると思います。 

 国において、戦略に掲げた技術の開発と普及を確実に進めること

は当然のことでありますが、全国有数の農業県である本県において

も、その歩みを進めていく役割を担う必要があると感じています。 

 その一方で、私は、本戦略の詳細を読み込むにつれて、幾つかの疑



問を感じております。 

 まず、本戦略の根幹である生産力の向上と持続性の両立は、例えば、

農薬を使う農業と使わない農業とを比較するだけでも、相互に矛盾

した関係にあるとしか考えられず、それが本当にイノベーションで

解決できるのかという疑問であります。 

 ２つ目は、本戦略に向けての具体的な取組は、その大半が生産サイ

ドの課題として挙げられており、仮にそれが順調に進んだとしても、

全体の目標達成のためには、消費サイドにおけるある種革命的なほ

どの意識改革をどうして成し遂げるかについては、一般論以上の記

述がないのではないかという疑問であります。 

 ３つ目は、過去数十年にわたって農水省が声を大にして言い立て

てきた我が国の食料自給率に関する明確な記述や目標が見当たらず、

生産拡大という視点が見えないという疑問であります。 

 加えて、従来から知事が提唱されてきた稼げる農業との整合性が

いかにして確保されるのか、大いに危惧するところであります。 

 そこで、知事がこのみどりの食料システム戦略をどのように捉え、

今後どのように取り組もうとお考えであるのか、知事の思いをお尋

ねいたします。〔知事蒲島郁夫君登壇〕 



～答弁～ 

◎知事（蒲島郁夫君） 私は、知事就任以来、熊本の農業、農村を守

るべき宝として後世に受け渡すことを使命に、農業政策を進めてき

ました。その中で、環境を守り、環境負荷の軽減につながる取組も積

極的に進めています。 

 例えば、農地の生産力を高め、美しい農村景観にもつながるレンゲ

や菜の花などの作付を推進してきました。また、山鹿市の農事組合法

人庄の夢では、クローバーを活用し、減農薬、減化学肥料栽培に取り

組まれ、花の時期には消費者との交流が行われています。 

 また、平成 27 年には、農業の力で地下水と土を守り、熊本の 100

年の礎を築く地下水と土を育む農業推進条例を制定しました。この

条例の大きな柱として、くまもとグリーン農業を位置づけ、農薬と化

学肥料の削減に取り組んでまいりました。 

 さらに、私は、将来に向けた地方創生における熊本の強みの一つと

して、食料の安全保障があると考えています。世界的に新型コロナウ

イルスの感染拡大により、食料確保の重要性が改めて認識されまし

た。 

 重要なことは、農業で日本の食や地域を支えるのみならず、農業で



環境を守ること、ひいては農業で地球を守るということです。この考

えが網羅されているみどりの食料システム戦略は、私の考えと方向

性が同じであります。 

 しかしながら、議員御指摘のとおり、この戦略の実現には、高いハ

ードルを越えなければなりません。 

 本県では、これまで、県農業研究センターにおいて、耐暑性品種の

開発や減農薬、減化学肥料の栽培技術の開発に取り組んでいます。し

かし、既存の技術の活用だけでは、この戦略の目標を達成していくこ

とは困難です。 

 そのため、国と連携して、新技術開発に向けた試験研究と普及活動

の体制を強化し、生産現場での環境負荷を軽減するとともに、高品質

な農産物を安定的に生産できるよう取組を進めてまいります。 

 同時に、消費者である全ての県民が地球環境問題に貢献している

という参加意識を持って県産農産物を購入することで、熊本の農業

を守り育てるという機運の醸成を図ってまいります。 

 私は、地球規模での温暖化対策が強く求められる中にあって、令和

元年 12 月、国に先駆けて、2050 年県内ＣＯ2 排出実質ゼロを宣言し

ました。 



 この実現にもつながるものとして、本県がこれまで進めてきた稼

げる農業とみどりの食料システム戦略が両立する形で、今後も積極

的に取り組んでまいります。〔渕上陽一君登壇〕 
 
 

～切り返し～ 

◆（渕上陽一君） 御答弁いただき、ありがとうございました。 

 私は、この質問を準備する中で、地元山鹿の農業関係者、市場関係

者など約 20 人の方々にお会いし、本戦略についてお尋ねしてきまし

た。その結果、驚いたことは、ほとんど全ての方がこれについては全

く御存じなく、逆に私に何のことか説明してくれと言われたことで

す。30 年後を想定した壮大な食料国家戦略が動き出そうとしている

今このときに、目標実現を最前線で担っていくはずの農業者の方々

が、いまだに何も知らない、知らされていないというまさかの現実に

直面して、大変驚き、落胆した次第であります。 

 私の説明を聞いた上で、皆さんから出された主な御意見を紹介し

ます。 

 米の価格が大幅に下落し、ほとんどの米農家が生活への不安を覚

えている今、第一に優先されるべきは農業者の所得アップであり、そ



れを実現してこその次世代の農業を担う人材育成の確保である、自

分たち世代の後継者さえ満足に確保できないで困っているのに、30

年先のことを言われても考えようがない、戦略や目標をつくるのは

いいが、一体誰がこれからの農業を担っていくと考えているのだろ

うか、今市場に出ている農産物は、農薬の使用量を最小限にして生産

された安全なものばかりである、仮に化学農薬の使用量をさらに５

割減らして、化学肥料も３割減らすとなると、農家の労働力が相当に

増え、収量は確実に減り、価格が高くなるが、市場や消費者はそれで

も購入するのだろうかとのことでした。 

 知事におかれましては、こうした思いにしっかりと耳を傾け、今後

は必要な説明をタイムリーかつ丁寧に行って、関係者の御理解を得

ながら、みどりの食料戦略チーム熊本の先頭に立っていただきます

ようよろしくお願いいたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


